
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数：42項目
問題あり：9件
要確認：8件
問題なし：25件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞  

輿水恵一（こしみず けいいち）
記載内容：「輿水恵一（こしみず けいいち）」
検証結果：✓正確

根拠・出典：Wikipedia、首相官邸HP、公明党HP等で一致

生年月日・年齢

記載内容：「1962年山梨県生まれ」
検証結果：✓正確

正しい情報：1962年2月4日山梨県北巨摩郡高根町清里（現・北杜市高根町清里）生まれ
根拠・出典：Wikipedia、首相官邸HP

学歴

記載内容：「青山学院大学理工学部卒業」

検証結果：✓正確

根拠・出典：Wikipedia、公式サイトで確認

キヤノン株式会社勤務年数

記載内容：「18年間勤務」
検証結果：✓正確

正しい情報：1984年4月入社、2002年9月退社（約18年間）
根拠・出典：Wikipedia

2. 数値情報  

当選回数

記載内容：「当選4回」
検証結果：✓正確

根拠・出典：Wikipedia、首相官邸HPで確認。2012年初当選、2014年再選、2017年落選、2021年3選、2024年4選

総務大臣政務官就任時期

記載内容：「2015年に総務大臣政務官」
検証結果：✓正確

正しい情報：2015年10月～2017年まで総務大臣政務官
根拠・出典：Wikipedia

2017年選挙の惜敗票差
記載内容：「5804票差で惜敗」
検証結果：△要確認

理由：具体的な票差数値が公的資料で確認できない。本人のTwitter等で言及されているが、正確性の検証が困難
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復興副大臣就任

記載内容：「2024年発足の第1次石破内閣で復興副大臣に就任」
検証結果：✓正確

根拠・出典：首相官邸HP

公明党茨城県本部代表就任

記載内容：「2024年には党茨城県本部代表にも就任」
検証結果：✓正確

正しい情報：2024年12月7日就任
根拠・出典：茨城新聞2024年12月8日報道

3. 法案・政策関連の事実関係  

公認心理師法案

記載内容：「2015年には超党派で提出された『公認心理師法案』の共同提案者」「平成27年9月に成立」
検証結果：✓正確

根拠・出典：Wikipedia公認心理師法の項目、文部科学省HPで確認。2015年9月9日成立、9月16日公布

公認心理師の現在の人数

記載内容：「現在約4万人の公認心理師が医療・福祉現場で活躍」
検証結果：✗誤り

正しい情報：現在約7万人が登録済み（2024年時点）
根拠・出典：公認心理師登録者数の推移を示すブログ記事等で7万人超と確認

児童手当拡充の実施時期

記載内容：「2024年10月からの実施が決定」
検証結果：△要確認

理由：具体的な実施時期の公的確認が必要

4. その他の重要な事実関係  

石破内閣の正式名称

記載内容：「第1次石破内閣」
検証結果：△要確認

理由：現在は「第2次石破内閣」が発足している可能性があり、時期的整合性の確認が必要

マニフェストの四つの柱

記載内容：具体的な4つの政策項目
検証結果：△要確認

理由：2024年選挙時の公明党公約の詳細確認が必要

国会発言の文字数

記載内容：「発言文字数は約5.7万字」
検証結果：△要確認

理由：具体的な算定根拠が不明

復興推進会議の開催日

記載内容：「2024年12月27日の第41回復興推進会議」
検証結果：△要確認

理由：具体的な会議開催記録の確認が必要
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改善提案  

修正が必要な箇所  

1. 公認心理師の人数：「約4万人」→「約7万人」に修正

2. 基本的な個人情報の詳細化：生年月日（2月4日）と出身地の詳細を追加

3. 2017年選挙の票差：具体的数値の根拠が不十分なため、「僅差で惜敗」程度の表現に変更を検討

追加確認が推奨される情報  

1. 2024年衆院選での公明党マニフェストの正確な内容

2. 児童手当拡充の正確な実施時期

3. 石破内閣の正式名称と組閣時期

4. 国会発言の具体的な文字数算定根拠

5. 復興推進会議の具体的開催記録

6. 2017年選挙での具体的得票差

7. 各種役職の正確な就任・退任時期

全体的な評価  

記事の大部分は正確な情報に基づいていますが、一部の数値情報や具体的な事実関係について、より厳密な検証と

修正が必要です。特に公認心理師の人数については明確な誤りが確認されたため、早急な修正をお勧めします。
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